
 

新潟市生命保険年金の税務上の取扱いの変更に伴う 

個人住民税の特別補てん金の算出に関する要領    

 

（目的） 

第１条 この要領は，「新潟市生命保険年金の税務上の取扱いの変更に伴う個人住民税の

特別補てん金要綱」（以下「補てん金要綱」という。）に規定する特別補てん金の算出

について定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要領における用語の定義は，補てん金要綱で使用する用語の例による。 

（住民税相当額の計算） 

第３条 補てん金要綱第５条第２号（イ）に規定する還付不能額に相当する額は，次の計

算式によって得られる額とする。 

① 平成１３年度～平成１５年度分（最終支払日が平成１５年 1 月１日以降） 

（申請前に平成１６年度の住民税の申告があり，保険年金の雑所得に係る住民税が賦

課徴収されている場合に限る。なお，平成１６年度に繰越控除の適用がある場合は，

平成１５年度の特別補てん金の支給は生じない。） 

イ 生命保険会社等からの保険年金に関する通知書又はその写し並びに特別補てん金

の額の計算の基礎となる金額その他の事項を証する書類及び当該特別補てん金の額

の計算に関する明細書に基づく当該年度の雑所得の金額を確認する。 

ロ 平成１６年度の申告内容のうち，当該年金の雑所得の金額のみをイに置き換えた

上で，申請による新たな当該年度の住民税額を算出する。 

ハ 平成１６年度の申告内容のうち，当該年金の雑所得の金額のみを当該年度の非課

税部分振り分け前の雑所得に置き換えた上で，申請前の当該年度の住民税額を算出

する。 



ニ ハで算出した住民税額からロで算出した住民税額を控除した額を，当該年度の住

民税相当分の特別補てん金の額とする。 

 

①のイメージ図（最終支払年が平成 15 年以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 平成１３年度～平成１５年度分（最終支払日が平成１４年１２月３１日以前） 

（申請前に平成１６年度の住民税の申告がされている場合に限る。なお，平成１６年

度に繰越控除の適用がある場合は，平成１５年度の特別補てん金の支給は生じな

い。） 

イ 生命保険会社等からの保険年金に関する通知書又はその写し並びに特別補てん金

の額の計算の基礎となる金額その他の事項を証する書類及び当該特別補てん金の額

の計算に関する明細書に基づく当該年度の雑所得の金額を確認する。 

ロ 平成１６年度の申告内容に，当該年金の雑所得の金額を加算した上で，申請によ

る新たな当該年度の住民税額を算出する。 

ハ 平成１６年度の申告内容に，当該年金の非課税部分振り分け前の雑所得の金額を

加算した上で，申請前の当該年度の住民税額を算出する。 
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※ 所得税法施行令（昭和 40 年政令第 96 号）第 185 条及び同施行令第 186 条の

規定を適用して計算された保険年金に係る雑所得金額を振り分け後の雑所得金額

とし，適用前の雑所得を振り分け前の雑所得金額とする。 
 
(注) 16 年度が未申告である場合または 16 年度の申告に保険年金雑所得金額が含

まれていない場合には，13～15 年度も保険年金雑所得金額分は課税に至らなかっ

たと推定し，特別補てん金は支給しないこととする。 



ニ ハで算出した住民税額からロで算出した住民税額を控除した金額を，当該年度の

住民税相当分の特別補てん金の額とする。 

 

②のイメージ図（最終支払年が平成 14 年以前（平成 16 年度住民税申告あり）） 
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※ 所得税法施行令（昭和 40 年政令第 96 号）第 185 条及び同施行令第 186 条の

規定を適用して計算された保険年金に係る雑所得金額を振り分け後の雑所得金額

とし，適用前の雑所得を振り分け前の雑所得金額とする。 

 

③ 平成１３年度～平成１５年度分（最終支払日が平成１４年１２月３１日以前） 

（申請前に平成１６年度の住民税の申告がなかった場合に限る。） 

イ 生命保険会社等からの保険年金に関する通知書又はその写し並びに特別補てん金

の額の計算の基礎となる金額その他の事項を証する書類及び当該特別補てん金の額

の計算に関する明細書に基づく当該年度の雑所得の金額を確認する。 

ロ 平成１６年度の申告内容を，所得＝イ，控除＝基礎控除とした上で，申請による

新たな当該年度の住民税額を算出する。 

ハ 平成１６年度の申告内容を，所得＝当該年金の非課税部分振り分け前の雑所得の

金額，控除＝基礎控除とした上で，申請前の当該年度の住民税額を算出する。 

ニ ハで算出した住民税額からロで算出した住民税額を控除した金額を，当該年度の

住民税相当分の特別補てん金の額とする。 

 

 



③のイメージ図（最終支払年が平成 14 年以前（平成 16 年度住民税未申告）） 
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※ 所得税法施行令（昭和 40 年政令第 96 号）第 185 条及び同施行令第 186 条の

規定を適用して計算された保険年金に係る雑所得金額を振り分け後の雑所得金額

とし，適用前の雑所得を振り分け前の雑所得金額とする。 

   附 則 

 この要領は，補てん金要綱の施行の日から施行する。 

 

 

 

 

 


